
 

 

健康保険証は令和 6年 12 月 2 日以降、新規発行・再発行ともに終了となります 

 

 

国から示されたマイナンバーカードと健康保険証の一体化の方針に基づき、現行の保

険証の利用からマイナ保険証（健康保険証の利用登録をしたマイナンバーカード）での

受診を基本とする仕組みへ移行し、健康保険証（以下、「保険証」という。）の新規発行

や再発行が行われなくなります。 

なお、マイナ保険証の手続きがお済みでない加入者様におかれましては、現行の保険

証の経過措置期間内に早めの登録をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

１．保険証の廃止について 
 

（1）保険証廃止に伴う経過措置期間について 
 

令和６年１２月２日（月）から全ての手続きにおいて「保険証」の発行ができません。 

お手元にある保険証については、令和６年１２月２日以降、経過措置により令和７年１

２月１日まで保険証として使用できますが、経過措置後は保険証の使用ができなくなり

ますので、マイナ保険証にて受診願います。 

 

※経過措置終了日である令和 7年 12月 1日までに資格喪失した場合には保険証を勤務先

へ返却してください 

※経過措置終了後は返却の必要はありません 

 

 

（2）マイナ保険証への切り替えについて 
 

マイナンバーカードを健康保険証として利用するためには「保険証利用登録」の手 

続きが必要となります。手続きがお済でない方は早めの登録をお願いいたします。 

～保険証の利用登録はこちらでできます～ 

① マイナポータル 

② 医療機関窓口のカードリーダー 

③ セブン銀行のＡＴＭ 

④ 市区町村の窓口 

マイナンバーカードの保険証利用について 

（リンク先：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08277.html）  

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08277.html


２．保険証廃止後（令和 6年 12 月 2 日）の対応について 

  

（1）「資格確認書」の交付について 
 

次の事由に該当する方には、保険証に代えて「資格確認書」を交付します。 

【申請交付事由】 

① マイナンバーカードを紛失した・更新中の者 

② ベビーシッターや介助者等の第三者が要配慮者（マイナ保険証での受診が困難な

高齢者や障害者をいう）等に同行して資格確認を補助する必要がある者 

【職権交付事由】 

① マイナンバーカードを取得していない者 

② マイナンバーカードを保有しているが保険証利用登録をしていない者 

③ マイナ保険証の利用登録解除を申請した者（登録解除者） 

④ マイナンバーカードの電子証明書の有効期限が切れた者 

⑤ マイナンバーカードの返納者 

 

上記の交付事由にあてはまる方については、資格取得届・被扶養者異動届の資格確認書 

発行要否欄の「発行が必要」にチェックをご記入いただくことになります。上記の交付事

由以外の理由による交付は行わないため交付事由をよく確認のうえご記入いただきます

ようお願いいたします（勤務先の事務担当者へ発行理由をお伝えください）。 

上記の交付事由に該当する場合は、申請理由を必ず選択記入のうえ、「資格確認書交付 

申請書」のご提出もお願いします。 

 

※高齢受給者（70から 74歳までの加入者）の方には負担割合の表示がされます（高齢受

給者証の発行は行いません） 

※有効期限は令和 11 年 12 月 1日まで（一部、短期有効期限の発行者あり）となります 

※有効期限内に資格喪失した場合には資格確認書を返却してください 

※有効期限後の返却の必要はありません 

 

 

（2）「資格情報のお知らせ」の交付について 

 

 「資格情報のお知らせ」はマイナ保険証をお持ちの方の新規加入時や 70歳以上での負 

担割合変更時等に交付し、次の場合に利用していただきます。 

（氏名変更時の再発行は行いません） 

 

① 医療機関等の受診時にマイナ保険証が利用できない時にマイナ保険証と併せて「資格

情報のお知らせ」を提示して受診します。「資格情報のお知らせ」のみでは受診できま

せんのでご注意ください。 

② 各種給付金等の申請やお問い合わせの際に必要となる記号・番号の把握ができます。 

 

「資格情報のお知らせ」がお手元に届いた時点で、マイナ保険証を利用してオンライン 

資格確認（医療機関等の受診）が可能となっております。（届く前でもマイナポータルに 

ログインしていただき、当組合の資格情報が確認できればオンライン資格確認を受ける 

ことができます） 

 

※紛失・棄損など、再交付を希望する場合は「資格情報のお知らせ 再交付申請書」をご

提出ください。ただし、マイナポータルの「医療保険の資格情報画面」を参照できる場

合は申請不要です 

※資格喪失（扶養終了）した場合に返却の必要はありません 

※令和 6年 10月 6日以降 12月 1日までの新規登録加入者については、令和 6年 12月に

事業所様経由で配付していただく予定となっております 



 

【マイナ保険証・資格確認書・資格情報のお知らせとの比較】 

 

名 称 形 状 取得方法 使用目的 使用方法 有効期限・返却等 

マイナ保険証 マイナンバー 

カード 

マイナンバーカード取

得後、保険証の利用登録

を行う 

カードリーダー

が設置されてい

る医療機関等を

受診するとき 

医療機関等に設置

されているカード

リーダーで読み取

り 

① マイナンバーカード 

の有効期限（１０年） 

② 電子証明書 

の有効期限（５年） 

資格確認書 プラスチック 

カード 

・新規加入者は資格取

得届等提出時に発行の

要否を申し出る 

・既加入者でマイナ保

険証をお持ちでない方

やマイナ保険証未登録

の方に職権交付 

マイナ保険証を

お持ちでない方

が医療機関等を

受診するとき 

医療機関等に提示 

 

資格喪失日が有効期限内のも

のは回収、返却必要 

 

有効期限：Ｒ11.12.1 

（一部短期有効期限あり） 

資格情報の 

お知らせ 

Ａ４ 

＊カードサイ

ズに切り離す 

 

・新規加入時に交付 

（R6.12.2 以降） 

・既加入者には R６.１

０月に交付済み（（一部は

令和 6年 12 月以降に交

付予定） 

＊マイナポータルの（ 医

療保険の資格情報画面」

でも代用可能 

カードリーダー

が使用できない

医療機関等を受

診するとき 

＊機器やICチッ

プの不具合等を

含む 

マイナ保険証と資

格情報のお知らせ

の両方を医療機関

等に提示 

※資格情報のお知

らせのみでは受診

不可 

回収、返却不要 

 

 

 

 

【保険証廃止に向けたスケジュール】 
 

                        R 6.12.2                  Ｒ7.12.2 以降 

現在         保険証の新規発行の廃止                        保険証使用不可  

●               ●                      ● 

保険証       使用可能       令和 7 年 12 月 1 日迄使用可（経過措置期間）     使用不可 

 

 

資格確認書                             新 規 発 行（※1） 

 

                           職権交付（※2） 

 

 

資格情報の                    新規加入者に対し随時発行 

お知らせ    

1.令和 6年 10 月 5日現在の加入者  2.令和 6年 10 月 6日～12月 1日新規登録分 

  （10 月 28 日事業所経由で送付済み） （12 月 2日以降事業所経由で送付予定） 

       

 

（※1）令和 6年 12月 2日以降、①「マイナカードを保有していない方」又は②「マイナカードを

保有しているが保険証利用登録していない方」等に発行 

 

(※2) 現行の保険証をお持ちの方で上記①②の該当の方に職権交付にて事業所様経由で配付 

（令和 7年 11 月予定） 

  



千葉県医業健康保険組合



健保組合では、誤登録再発防止のため、マイナンバー紐づけ登録時に、本人

確認のため氏名・生年月日に加え住民票住所まで正確に確認する再発防止

策を講じています。これらの対策により安心・安全にマイナ保険証がご利用

いただけます。医療機関で受診する際には、マイナ保険証をご利用ください。

当組合の全加入者がマイナ保険証を利用することで、健保組合の事務効率化

が図られ、適切な保険料利用につながります。保険証の利用登録がお済みで

ない場合は、本リーフレットを参考に早めに利用登録をお願いします。

当健保組合は加入者の皆さまの健康増進を図り、良質で効率的な医療を受けられるよう、

加入者の皆さまの安心・安全実現のために努めてまいりますので、ご協力をよろしくお願いいたします。

保険証の利用登録状況（令和6年9月末現在）

当健保組合加入者の

保険証の利用登録の割合 ６５．８％

保険者が行っている安心、安全のための対応策
について、動画をご覧ください。

デジタル庁作成動画 【報告と対策】


